
 
様式第１４号（別表第３関係） 

町民税・県民税・森林環境税減免申請書 

（宛先）幸田町長 

幸田町税条例第４８条又は森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律第１１条の規定により、次のとおり

町民税・県民税・森林環境税の減免を申請します。 

    申 請 日      年    月   日 

申 請 者 

住    所 
      

ふりがな      

氏    名 
    

 

納税義務者 
との続柄 

   
電 話 

 

納税義務者 

住    所 

□申請者の住所と同じ 

ふりがな      

氏    名 
□申請者の氏名と同じ 

該当する適用区分に○を付け、申請事項を記入してください。 

適用区分 申 請 事 項 添 付 書 類 

第１号 
生活保護を受

ける者 

保 護 の 種 類 生活扶助 住宅扶助 教育扶助 医療扶助 転出した場合は住所地の福祉事

務所長が証明した申請書又は生

活保護受給者証明書 
保護開始年月日  

 
第２号 

生活が著しく
困難となった者  
又はこれに準ず
ると認められる
者 

減 少 理 由   
所得減少の理由を証明する
書類（診断書、離職票、失
業保険受給証等） 
 
本年の所得内容がわかる 
書類（給与明細等） 

前 年 の 合 計 
所 得 金 額 

 

同一生計配偶者・
扶養親族の数 

同一生計配偶者 有・無 扶養親族   人 

本年の合計所得 
金額の見込額 

 

第３号 
 学生及び生徒 

学 校 名  
在学を証明する書類 
（学生証等） 学 部 ・ 学 年  

第４～７号 
法人及び団体 

４ 公益社団法人・公益財団法人 ５ 地縁団体  
６ 政党・政治団体       ７ ＮＰＯ法人 

課税標準の算定期間の 
わかるもの 

第８号 
震 災 ・ 風 水

害・火災その他
これらに類する
災害により被害
を受けた者 

災 害 の 種 類 震災 ・ 風水害 ・ 落雷 ・ 火災 ・ その他（    ） 
り災の程度を証明する書類 

被 災 年 月 日  

死 亡 し た場 合 死亡年月日       

障 害 者 と 
な っ た 場 合 

障害の程度 
障害の程度を証明する書類
（障害者手帳等） 

前 年 の 合 計 
所 得 金 額 

  保険金等で補てんされる額
がある場合は、その金額が
わかる書類 
 
減免対象期間が申請日以後
１年間のため、翌年度も対
象になる場合がある 

住宅・家財の損害額 － 保険金等の補てん額 ＝ 差引損害額 
 
 
差引損害額 ÷ 災害前の住宅・家財の価格 ＝ 災害の程度 
 
 

第９号 
町長が特に必

要と認める者 

死  亡 
死亡年月日   

前年の合計所得金額  

そ の 他  認定に必要な書類 



 
 
 
 
 
 
 
 

(   )年度 
税額 

 
 

普通徴収税額 

第1 期 第2 期 第3 期 第4 期 随時期  

 
    円 

 
    円 

 
    円 

 
    円 

 
    円 

 

 
 
 
 
 

給与・年金 
から 

特別徴収 
される税額 

6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 

 
    円 

 
    円 

 
    円 

 
    円 

 
    円 

 
       円 

12 月 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 

 
    円 

 
    円 

 
    円 

 
    円 

 
    円 

 
       円 

4 月 6 月 8 月 10 月 12 月 2 月 

 
    円 

 
    円 

 
    円 

 
    円 

 
    円 

 
       円 

 
※翌年度の税
額に係る減免
額がある場合 

 
 
 
 
 
 
 

 
(   )年度 

税額 

 
 

普通徴収税額 

第1 期 第2 期 第3 期 第4 期 随時期  

 
    円 

 
    円 

 
    円 

 
    円 

 
    円 

 

 
 
 
 
 

給与・年金 
から 

特別徴収 
される税額 

6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 

 
    円 

 
    円 

 
    円 

 
    円 

 
    円 

 
円 

12 月 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 

 
    円 

 
    円 

 
    円 

 
    円 

 
    円 

 
       円 

4 月 6 月 8 月 10 月 12 月 2 月 

 
    円 

 
    円 

 
    円 

 
    円 

 
    円 

 
    円 

 

注意 

当該減免の事由が発生した日以後最初に到来する納期の末日と当該減免の事由が発生した日から 

30 日を経過する日とのいずれか遅い日までに、減免を受けようとする事由を証明する書類を添付し 

て申請してください。 

減免額には、地方税法第４５条により、県民税額を含む。 


